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中間報告会

～これまでの取組と課題について～
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Ｒ５年度のこどもデータ連携実証事業は14団体が参画（うち、5団体は2年目）

01_会津美里町（福島県）
テーマ：学校不適応

02_美里町・川島町（埼玉県）
テーマ：虐待、産後うつ、発達障がい

03_印西市（千葉県）
テーマ：虐待、育児・産後不安（マタニティブルー

ズや産後うつを含む）

04_横須賀市（神奈川県）
テーマ：虐待、同居者の心身における健康状態

が子どもの発育にどのような影響を与えるか

05_開成町（神奈川県）
テーマ：ヤングケアラー、貧困、虐待、引きこもり、

産後うつ、発達障がい

06_佐渡市（新潟県）
テーマ：虐待、貧困

07_山県市（岐阜県）
テーマ：いじめ・不登校・ヤングケアラー・貧困・発

達障がい

08_和泉市（大阪府）
テーマ：貧困、児童虐待

09_延岡市（宮崎県）
テーマ：虐待、不登校、ヤングケアラー、貧困、産

後うつ、発達障がい

10_戸田市（埼玉県）
テーマ：不登校、貧困、虐待

11_昭島市（東京都）
テーマ：ヤングケアラー・貧困・虐待・不登校

12_尼崎市（兵庫県）
テーマ：発達障害（疑いを含む）等、就学に

おける配慮・支援等が必要と見込まれる児童

13_広島県・府中町
テーマ：虐待

14_福岡市（福岡県）
テーマ：虐待、ヤングケアラー

2年目

2年目

2年目

2年目

2年目

Ｒ５年度のこどもデータ連携実証事業は１４団体が参画し、各団体の事業計画書に沿ってＲ４年３月にデジタル庁が公開した「実

証事業ガイドライン（こどもに関する各種データの連携に係る留意点等）」を参考に取組を推進してきた。※詳細は各団体の中間報告を参照

本資料では各団体がこれまでに取り組んできた「システム企画」「個人情報の適正な取扱いに係る検討」の状況および共通的に見られ

た課題・気づき等を整理する。
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中間報告会の実施
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自治体名 和泉市（大阪府） 位置 参加関係者の体制、役割*

人口
182,835人（2023年8月時

点）
総括管理主体 保有・管理主体 分析主体 活用主体

担当部局名
和泉市子育て健康部子育

て支援課

（庁内）

• 和泉市子育て支援

室

• 和泉市政策企画室

（庁内）

• 和泉市健康づくり推進室、くらしサポート

課、教育委員会、税務室、高齢介護室

等

（庁外）

• CSW、こども食堂等

（庁内）

• 和泉市子育て支援室

• 和泉市政策企画室

（庁外）

• アイネス、半熟仮想

（庁内）

• 和泉市健康づくり推進室、くらし

サポート課、教育委員会

（庁外）

• 市立小中学校、保育園、社会

福祉協議会、こども食堂等

08_和泉市｜Push型支援およびデータマートを用いたリスク児童の早期発見の実証

▼自治体の概要

背景、目的

背景

• 和泉市子育て健康部子育て支援室では行政サービスを必要としている市民に確実にサービスが届くよう努めてきたが、充分に届いていないのではな

いかという問題意識を抱いていた。

• アウトリーチが充分にできていないという問題意識がある。

• 一般市民、特に課題を抱えている家庭にとっては、行政サービスへのアクセスはハードルが高く活用できていないと考えられる。

目的

• データを集約し、行政サービスにアクセスできていない層の実態を確認する。

• プッシュ型で各人にカスタマイズされた情報を通知することで、必要な情報を必要としている人に伝え、行政サービスへのアクセスを容易にする。

対象とする
困難の類型

貧困、児童虐待

本年度の
取組概要

本年度末時点で到達していたい姿（予定）

• 来年度からの本格実施に向け、「貧困に起因するリスクが想定される児童の判定」、「行政サービスの利用をプッシュすべき対象者の判定」が実装

されたシステムの構築・試行検証が終わっている状態。

上記に向けて本年度中に実施すること

① こどものリスク把握等に必要となるデータ（行政サービスの利用条件への該当是非と利用実態等）を集約のうえ、「データマート」として整備。

② 「貧困に起因するリスクが想定される児童の判定」、「行政サービスの利用をプッシュすべき対象者の判定」それぞれの判定基準の構築・精査。

③ ②の判定ロジックを実装した判定システムの構築。

④ ③で判定された児童らについてのアセスメント・支援策の策定・検討、及び行政サービスをプッシュすべき対象者へのLINEプッシュ通知の試行実施。

▼本事業の実施概要

*総括管理主体：各担当部局からのデータを組み合わせて判定ロジック等を用いて人によるアセスメントの補助となる判定を行う部局

*保有・管理主体：教育・保育・福祉・医療等のそれぞれの分野に関するデータを保有する担当部局

*分析主体：データを分析して総括管理主体が困難な状況にあるこどもを把握するための判定アルゴリズム等を作成する者

*活用主体：データの提供を受け人によるアセスメントやプッシュ型（アウトリーチ型）の支援につなげる者
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08_和泉市｜Push型支援およびデータマートを用いたリスク児童の早期発見の実証

▼こどもデータ連携による、支援業務プロセスの概要（行政サービスの利用をプッシュすべき対象者の判定；Push型支援）

•市公式LINEへの登録者との接点を活かし、より多くのご家庭へのプッシュ型通知ができるようになることで、適した行政サービスや相談機会提供のご案内を届けられるようになる。

こども・

家庭の

情報・

支援の

担当

部署

システム

の

運用・

管理

部署

外部

団体

こども・

家庭

子育て支援室

政策企画室

健康づくり推進

室

くらしサポート課

教育委員会

社会福祉協議

会

こども食堂

和泉市LINEの

お友達登録者

こどもデータ連携

システム

（データマート）

判

定

“通知

対象”

と判定

行政サービス

受給

相談履歴等

の情報の、

システムへの

蓄積

• 市公式LINEへの登録者との接点を活

用することで、プッシュ通知の実効性を

担保可能。

• 各種行政サービス利用状況等をデータ

マートで一元的に管理・把握でき、また

未受給の可能性のある対象者を抽出

できるため、事務処理フローを軽減可能。

• LINE通知を起点にできるようになり、よ

り広くへのアプローチが可能。

• データマートへの情報蓄積により、事後

対応にも有効活用可能。

判定対象者の発見 システムによる判定 人による絞り込み（アセスメント） 実際の支援（プッシュ型支援）

本こどもデータ連携の

取組の特徴

こどもデータ連携

システム

（データマート）

通知

要否の

判断

「あなたに

合わせた

子育て支

援情報」

の通知要

否の確認

“児童扶養

手当受給

対象者”

抽出

通知

“要”と

回答

“受給条件を満たして

いるが、未受給の行政

サービスあり”の判定

未受給の行

政サービスが

あることを

LINE通知

許諾者の

税情報等を追加
障がい、介護、通学

状況、母子保健等の

家族全員の情報、行

政サービス利用状況

等の情報
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08_和泉市｜Push型支援およびデータマートを用いたリスク児童の早期発見の実証

▼データ連携方式

• マイナンバー利用事務系ネットワークにシステム（こどもデータ連携システム）を構築。連携方式CSVによる手動連携、マスキングは実施しない想定。

•基幹系システムは自治体クラウド（Jip-Base）上で稼働しており、クラウド上の新たな閉域領域内にシステムを構築する想定である。

◆統括管理主体 ■分析主体

●保有・管理主体 ★活用主体

組織名

システム名

システム機能

処理等
凡例

システム連携

媒体連携・手作業

マイナンバー利用事務系NW（Jip-Base)

校務系NW

●庁内各組織

家庭児童相談システム（要対

協情報）

住民記録システム

市民税システム

児童扶養手当システム

児童手当システム

福祉医療システム

学童保育システム

障がい者福祉システム

生活保護システム

介護保険システム

保育システム

健康管理システム

●学校教育室

校務支援システム

学齢簿システム

基幹系システム

教育系システム

インターネット接続系

●こども食堂

●「いきいきネット相談支援センター」

CSW委託事業所

●子育て支援室

こどもデータ連携システム

データ加工等

（ETLツール）

他機関情報取得

CSV連携

CSV連携

●政策企画室IT活用

推進担当

データ分析基盤

（データマート）

支援対象者リスト抽出

★政策企画室
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08_和泉市｜Push型支援およびデータマートを用いたリスク児童の早期発見の実証

▼本年度事業の進捗、課題等

利用するデータ項目の

選定、及びデータの準備

判定基準*の構築・精査
*支援が必要と考えられるこども等を

データにより抽出するための判定ロジック

個人情報の適正な取扱いに

係る整理
（法的整理、手続き等）

システム*の企画・構築
*自治体によるが、データ連携、システム判定、

判定結果の表示・伝達などを行うシステム

システムによる判定の実施

判定されたこども等を対象とした、

人による絞り込み（アセスメン

ト）、実際の支援の実施

・・・

以降、取組効果の分析に続く

実施方針（本年度中に実施すること）

• 昨年度デジタル庁実証事業の「データ項目等にか

かる調査研究」や、市子育て支援室及び事業者

の知見に基づき、児童虐待の判定に利用するデー

タ項目を選定。

• 昨年度デジタル庁実証事業の「データ項目等にか

かる調査研究」や、市子育て支援室及び事業者

の知見に基づき、児童虐待の判定基準を構築。

• 過去の要保護児童のデータを用いて試行することで、

判定ロジックの精度を確認・改善する。

• 目的外利用の法的整理を行う。

• 市民へのLINEのプッシュ通知については、市公式

LINEの登録者への個人利用許諾を得ることで、実

現する。

貧困に起因するリスクが想定される児童の判定

• 児童扶養手当の対象者を母集団とし、貧困で児

童虐待のリスクが高い児童を判定する。

行政サービスの利用をプッシュすべき対象者の判定

• サービス対象該否と利用状況を踏まえて判定する。

• 来年度以降、要保護児童対策地域協議会にて、

支援の必要性について精査する。

（本年度は、システム判定された複数名の児童に

ついて、支援の必要性について試行的に検証す

る。）

• 事業者が、児童虐待の判定に資

するデータ項目を仮説として抽出。

• その後、市担当者が、データの存

在有無も含めて精査・選定。

• 同上。

• 約12年間の要保護児童のべ5千

人を母数とし、直近5年間のデータ

をもとに判定基準を構築する方針

を立案。

• 庁内関係各部署担当者に対し、

本事業の説明を行うともに、目的

外利用の了承を取り付けを実施。

• LINEの通知許諾画面を作成。

（今後、試行の際に活用。）

（未実施）

（未実施）

• （課題）データ化されていない情報や、されていてもエクセルなどで管

理しているものは突合に手間がかかるため断念した。

• （課題）各部署からデータを受領する際、項目精査の説明を求めら

れ、受領を断念したケースあり。コンセンサス構築が課題。

• （課題）通常「市民税非課税」であることはデータで判別可能だが、

転入間もない市民など、データ上判別困難なケースを確認した。

• （課題）閾値は、いちどリスク値を算出し、児童の状況を把握して

いる学校への調査を実施することで、精査しなければ固められない。

• （課題）関係部署間で、個人情報の取扱いルールの明文化（書

類整備）が必要。

• （課題）総体として課税情報利用を取り止め。

（対応策）LINEのプッシュ通知の個人利用許諾のプロセスを踏むこ

とで、当該対象者については取得ができるような段取りを工面中。

• （課題）対象とする困難の類型として、当初は「ヤングケアラー」も想

定していた。しかし、学習データが十分に取得できず判定基準の構築

が技術的に困難であるため、本年度の対象からは除外することとした。

感触として数百名程度/年のサンプルの情報が取得できなければ、ヤ

ングケアラーの分析は困難との所感である。

• （課題）LINEの発信部署（情報系部署）と、個々の行政サービス

の所管部署（福祉・教育系部署等）が異なるため、住民の問合せ

対応の導線管理・体制整備が課題となる。

（対応策）中長期的には、全庁としての住民問合せ体制・フローの

整備（コールセンター設置等）も要検討である。

• マイナンバー系閉域網内にデータを封じ込め、アクセ

ス権があるユーザーのみがデータ閲覧可能にする。

• kintoneでの外部連携は個人情報をマスキングした

状態でデータ連携する。

• ―• データマート設計を進めており、クラ

ウド環境へのデータ取込を進めてい

る。

本年度、実施してきたこと 直面した課題、及び本年度実証における対応策（案）

各団体の発表資料（うち、和泉市の例）

実証事業の

概要

業務プロセス

の目指す像

本実証での

システム構成

実証方針、

進捗・課題

R５年10月下旬、２日間に分けて、実証14団体参加のもと、中間報告会を実施した。

その中で、各団体からの中間報告・質疑（以下に例示）、事務局からのとりまとめ報告を行った。

☞資料については、こども家庭庁ホームページ https://www.cfa.go.jp/policies/kodomo-data/参照のこと

１ ２

３ ４

https://www.cfa.go.jp/policies/kodomo-data/
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システム構成の３つの類型*ごとの構成図イメージ、課題 * 本実証事業を進めた上での、最終的なシステム構成を踏まえ、類型化整理については精査を行う予定。

システムの企画
システム企画 課題・気づき個人情報の整理

本実証事業においては、各団体ともにデータ連携を行う際の前提として、システムを利用することとして、検討を進めている。

下図は、自治体内外のNWを跨ぐデータのやり取りの発生有無を意識し、システム構成の類型を3つに整理（①庁内完結／②インプットと

して外部データを取得／③分析プロセスとして外部の分析基盤を活用）の上、データ連携等の課題を把握・整理したものである。

LGWAN接続系NWまたは

LGWAN-ASP（閉域網）

データ保有元

類型1

庁内完結型

マイナンバー利用事務系NW

校務系NW

インターネット接続系NW

住基等首長

部局のシステム

校務支援等教育

委員会のシステム

データ集約・加工・分析 データ活用

マイナンバー利用事務系NW

こどもデータ連携

システム

データクレンジング

名寄せ

外字対応など

• 主な活用主体が首長部局であり、

データ保有元、データ集約・加工・

分析が全て庁内で完結する。

• 校務系NWから連携される情報

のデータクレンジング、名寄せ及び

外字対応などは必要だが、マイナ

ンバー利用事務系NW内で完結

するため、マスキングが不要。

• データ保有元が外部（インター

ネット接続系NW）を含むため、

外部から庁内へデータを取り込む

必要がある。

• データ分析にあたり、外部の分析

基盤を活用するため、自治体内

部から外部へデータを持ちだす必

要がある。

マイナンバー利用事務系NW

校務系NW

インターネット接続系NW

類型2

外部データ

取得型

マイナンバー利用事務系NW

校務系NW

インターネット接続系NW

住基等首長

部局のシステム

校務支援等教育

委員会のシステム

こどもデータ連携

システム

マスキング

データクレンジング

名寄せ

外字対応など

マイナンバー利用事務系NW

校務系NW

インターネット接続系NW

類型3

外部

分析基盤

活用型

マイナンバー利用事務系NW

校務系NW

インターネット接続系NW

住基等首長

部局のシステム

校務支援等教育

委員会のシステム

マイナンバー利用事務系NW

こどもデータ連携

システム

マスキング

データクレンジング

名寄せ

外字対応など

マイナンバー利用事務系NW

校務系NW

インターネット接続系NW

パブリッククラウド/

LGWAN-ASP

分析基盤

学力学習状況調

査等の外部データ

学力学習状況調

査等の外部データ

• マスキングが不要なため、支援対象候補の選定や判定を

行う際のデータの取扱が比較的容易となる。

• そのメリットを生かし、より効果的な支援につなぐために、デー

タ連携の頻度を上げて、データの鮮度を保つことことができな

いか検討していく必要がある。

• 外部データ取込においては、データをCSVファイルに出力し、

可搬媒体や中継サーバ等を活用する方式が多くみられた。

• 課題として、連携頻度、アナログ情報加工、名寄せ・エラー

ハンドリング、個人情報の適正な取扱い等が挙げられた。

• 外部データの取得頻度の向上が難しい場合、業務継続性

担保のため、システム外での運用方法検討が必要がある。

• 課題として、パブリッククラウドやLGWAN-ASP上の分析基

盤へのデータ連携方法の確立が挙げられた。
（例：既存端末から専用線で連携する方式、

CSV出力してマスキングして外部媒体で連携する方式）

• 外部分析基盤から既存のシステムへロジックを適用する際

には、既存ロジックに影響を及ぼさないよう留意が必要であ

る。

概要 課題、今後の検討事項システム構成（イメージ）
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収集

保管

利用

移転

削除

個人情報の適正な取扱いに係る検討

自治体内組織

・行政組織（福祉課、市民課等）

・教育委員会

データ分析主体

・行政組織

データ分析

削除

指示

分析結果

データ抽出

住民

個人情報

支援

対象者

支援

統括管理主体

・行政組織

分析を担当する

事業者
リスク分析システム

統括管理主体

・行政組織

統括管理主体

・行政組織

連携システム / 統合DB

自治体外組織

・幼稚園/保育所等

・児童相談書所、NPO団体等

基幹

システム

校務支援

システム

子育て相談

システム

連携システム / 統合DB

自治体内組織

・行政組織（福祉課、市民課等）

・教育委員会

自治体外組織

・幼稚園/保育所等

・児童相談書所、NPO団体等
No10

データ削除（有事の際に情報漏洩

の影響が大きくなるリスク）

No7、8

データ保管（改ざん/窃取リスク）

データ利用（不正利用、情報漏洩のリスク）

No.3、4、6

データ収集（過剰取得や取り扱いを誤ってしまうリスク）

データ項目の適切な選定/妥当性判断

No.5

住民への説明方針

要支援対象者へのアプローチ

No1、2

ガイドラインの遵守状況

プライバシー評価の実施可否

個人データ処理の業務フロー図（サンプル）の整理結果、及びリスクの所在 実証事業ガイドライン等を踏まえて

各団体で確認・検討した課題

各団体は、システムの準備・検討と合わせて、実証事業ガイドライン等を踏まえて個人情報等の取扱いに関する課題・対応について検

討を進めてきた。

前年度より実証事業を行っている自治体においては、個人情報の取扱いに関する対応についても比較的検討が具体化している傾向が

確認された。 （分析に用いるデータの抽出/マスキング手法、具体的なアクセス制限等）

No.9：データ移管は該当なし

システム企画 課題・気づき個人情報の整理

住民 データ保有・管理主体、活用主体 管理者（統括管理主体） 処理者（データ分析主体）
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（続き）

＃ 大項目 小項目 実証を進めるうえで確認すべきリスク 左記リスクへの対応策・工夫の例示

1

実証事業

ガイドライン

への準拠

チェック

状況

• 実証事業ガイドライン記載の項目に沿ってない/不足

しているリスク（どのようにチェックしたかの証跡、含む）

• 運用後の有事の際の行動指針が存在せず、

初動が遅れるリスク

• 自己点検/内部監査を実施しないことで

継続的に目的に則した活動ができていないリスク

【制度面】

• 実証事業に関して、自治体としての実施要綱やガイドラインを作成する

【運用面】

• 各自治体が掲げるセキュリティポリシーへの準拠を徹底する

• （自己点検/内部監査の実施方針はほとんどの自治体で未定）

2
PIAの

実施状況

• 適切なプライバシー評価（PIA）をできておらず、

有事の際に指摘を受け十分なデータを取り扱えないリスク

【制度面】

• PIAに関して、特定個人情報を扱う場合は必須であるが、本実証事業に

おいては推奨扱いである。一方でリスクを把握するためには実施を推奨する

3

データ項目

選定

個人情報、

特定個人

情報

• 扱うデータ項目に対して特定個人情報/個人情報の

取り扱いを取り違えてしまうリスク

※特定個人情報を扱う際の準拠対象（番号法）

【制度面】

• 特定個人情報として扱わないよう個人番号を削除する等の方針をとる

4
有識者

確認

• データ項目選定の妥当性を自治体内で判断し、

客観的な観点が含まれないリスク

（相談可能な外部有識者がいない、予算がない等）

【制度面】

• 個人情報やプライバシーに関して、外部有識者や個人情報保護委員会の

意見を参考にロジックを検討することで妥当性を見極める

5

要支援

対象者への

アプローチ

住民への

説明方針

• 本実証事業についての住民への説明が不十分なために、

有事の際に実証事業が進められなくなる/扱えるデータが

少なくなるリスク

【運用面】

• 学校長への説明を実施し、学校長経由で各学校内部に周知を行う

【運用面】

• 保護者説明会を学校単位で実施する

• 実証事業に対するコメントを得るため、直接往訪して説明会を実施する

システム企画 課題・気づき個人情報の整理

個人情報の取扱いに係る課題等
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（続き）

＃ 大項目 小項目 実証を進めるうえで確認すべきリスク 左記リスクへの対応策・工夫の例示

6

個人データ

処理の

業務フロー

収集

• データ管理主体から分析に利用する

データを抽出する際、取り扱いを誤った

場合に情報が漏えいするリスク

• 分析に利用するデータの整理ができていない

と、必要以上のデータを収集してしまい、

不適正取得となるリスク

【運用面、技術面】

• データ授受の際の取り決めや、外部記憶媒体や紙媒体の適正な管理等により、

人的ミスや紛失、情報漏洩リスクを低減する

－実証事業に関わる各システムを基幹ネットワーク内に設置し、

外部環境への個人データの流れを制限（閉域網）しリスク低減

－運用上、外部団体等とのデータやり取りのため、

外部記憶媒体の利用や手入力で個人データを抽出
【運用面】

• 必要最小限の範囲内においてデータ収集が行われていることを確認するため、

管理シートや個人情報ファイル簿の利用等を運用する

※対応方針が定まっていない自治体においても、

データ項目の選定時点で必要最小限の取得を前提に検討を進める方針である

7 保管
• データの改ざんや窃取または不正消去の

リスク

【技術面】

• 保管前にデータをマスキングしリスクを低減する

• 保管時の基本的な対策として、収集したデータの暗号化保存やデータへのアクセス制限を行う

8 利用

• データ分析やデータ活用で外部組織にデータ

を提供する際、外部組織での不正利用や

情報漏えいのリスク

• 分析結果の取扱いを誤った場合に、

個人の権利利益を害するリスク

【運用面、技術面】

• 必要最小限の範囲内で、分析結果の参照を行う

－分析結果を統括管理主体で管理し、活用主体には必要なデータのみ連携

－外部団体に対してもアクセス権限/参照範囲を適切に切り分けるシステム構成として、

適切なアクセスコントロールを設定
【運用面】

• マスキングされたデータを外部組織が復号する手順を予め整備する

9 移転
• 個人情報がデータの収集元である各自治

体から外部に渡り、管理できない状態で

漏洩等が発生するリスク

【－】

• 全自治体においてデータの第三者提供等を今年度は行われないことを確認した

10 削除

• 管理するデータの量が多くなった結果として、

漏えい等が発生した際の影響が大きくなる

リスク

【運用面】

• （多くの自治体において、現時点ではデータの抽出方法や分析項目、活用方法の検討を

メインに行っており、データの削除方針・手順などは今後の検討である）

※こどもが成長する/住民からの削除要求が発生する場合等も想定ケースに含め、

確実にデータが削除されたことを確認できる運用の検討を推奨する

個人情報の取扱いに係る課題等

システム企画 課題・気づき個人情報の整理
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共通して見られた課題・気づき

＃ 大項目 実証推進上の課題・気づき（抜粋）

1 全般

• ヤングケアラー等新規性のある「困難の類型」における学習データの“量”確保が課題。

• 転入者の取扱い（分析対象に含み得るかの検討）が課題。

• データ利活用のノウハウを有する職員の育成・登用が課題。

2 利用データ項目の選定
• 現場職員の感覚をもとにデータ項目を選定する場合、多主体でのワーキング会議が有用。

• 複数市町村で連携する場合、データレイアウトだけでなく保存期間など運用等の差異を事前に確認する必要あり。

3
事業実施にあたっての

データ準備等

• 漢字氏名だけで整理されたDBは、個人特定困難につき他DBへ紐づけ困難。

• 特に転入者について、空欄セルの意味（データがないのかゼロか）を要確認。

• 実運用時は、日次等でのデータ連携の仕組み化（API連携等）が課題。

• センシティブな情報の取得は、コンセンサス形成が課題となり困難な例あり。

4
システムによる判定機能

の構築

• リスク値の導出結果をもとに、実運用に耐え得る閾値を定量的に設定するのが課題。

（実証では、職員の人数制約をもとに上限人数を定める例も多い。）

5

データ連携により

発見したこどもや家庭を

支援に接続する取組

• 庁内外の組織横断でのアセスメント体制を組成しケース会議等を行う例あり。

• 新任職員でも経緯を追えるよう、時系列情報の可視化の工夫例あり。

• 本取組で発見される支援対象者が増加する場合には、業務負担増加の不安解消が必要。

• プッシュ型支援について、現場職員向けマニュアルを整備する例あり。

• 情報発信を行う部署と個々の行政サービスの所管部署のズレがある場合、住民問合せ等の導線管理・体制整備が必要。

• 業務フローの運用面の検討（いつ・誰を対象とするか、現場組織へどのように情報提供するか等）が必要

10月中旬時点では、「利用データ項目の選定」「事業実施にあたってのデータ準備等」に取り組む団体が多い状況であり、今後「システ

ム判定機能の構築」等を進める。

技術面（分析精度向上のための、データの正確性・即時性の担保、十分なサンプル数の確保等）、

運用面（判定基準や支援方針検討のための、組織横断（情報系、原課、現場等）での意見交換の重要視／職員のデータ利活用ノウハウ向上等）、

に関する課題・気付きが得られたところ。

システム企画 課題・気づき個人情報の整理
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（参考）実証推進上の課題・気付き（各団体からのコメント）

対応とする困難の類型

•取り扱う困難の類型の定義がブレている。関係者間で明確にしなければ分析対象者を固められない。

•ヤングケアラーなどの新規性のある困難の類型については、学習データが十分に取得できず判定基準の構築が技術的に

困難。数百名程度/年のサンプルの取得が必要と考える。

▼全般

分析対象者の決定

•当初はモデル校の児童を対象として潜在層の早期発見する方針であったところを、要対協で把握済みの児童を対象と

する方針に転換。要対協でも多くの児童を抱えており、支援方針検討に苦慮するところで、支援員らの判断や支援の

補助にあたってこどもデータ連携の考え方を適用する意味があると判断したケースあり。

•転入者を分析対象者に含むかどうか、明示的な検討ができていないケースあり。

データ項目の選定

•現場職員の感覚（どのデータ項目に着目するのが有用か等）は、言語化されていない場合が多い。そこで、現場職員

を交えたワーキンググループで議論・精査。

•受給要件が同じデータ項目2つがあった場合、取得対象とするデータ項目を1つに集約するなどして、効率化を図るケース

あり。

•課税情報については活用ができないことを確認。所得の代帯指標として各種手当の受給状況等を利用する方針とす

るケースあり。

•複数市町村で連携する場合、データレイアウトだけでなく保存期間など運用等の差異を事前に確認する必要あり。

▼利用データ項目の選定

システム企画 課題・気づき個人情報の整理
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（続き）

データの取得・統合

•漢字氏名の情報しか取得できなかったため、突合を断念したケースあり。

•転入者については、即時的に情報が整備されていないこともある。例えば、とあるデータが「空欄」であった場合に、データ

が取得されていないのか、ゼロなのかの判断がつかないケースあり。

•システムに格納されたデータをみたところ、値が入っていないものが存在したため、改めて入力依頼を行うケースあり。

•校務支援システムのデータの活用にあたり、ネットワークが異なることから自治体から各学校のシステムへの接続ができず、

都度学校を訪問・取得する段取りになったケースあり。

•アナログ・デジタルの情報に依らず、統合的なキーがない場合、手作業による「統合キーマスタ」の整備が必要なケースあり。

•週次・月次でのデータ連携頻度では、状況変化に十分な対応ができない。実運用に向けては、日次等でのデータ連携

の仕組み化（API連携、自動化等）の検討が課題。

▼事業実施にあたってのデータ準備等

組織間調整等

•他部署とのコンセンサス形成が難しく、センシティブな内容の情報の取得ができないケースあり。

•首長部局以外が主導する場合、首長部局が保有するデータの確認に説明・時間を要するケースあり。

•判定基準を構築するにあたって活用したデータ項目について、十分な説明を加えたうえで適切な形で、市民への開示を

行う必要性がある点への言及あり。

システム企画 課題・気づき個人情報の整理

判定基準の検討・精査

•判定基準を精査するには後段の支援もあわせて試行錯誤する必要あり。

•リスク値自体は導出できたとしても、実運用に耐え得る閾値の水準を、定量的に見定めて設定することは難しい。現場

スタッフのリソース（実証期間内に稼働できる人数）の制約に基づき設定する、というのが実情。

•判定基準（いずれのデータ項目を用いて設定するか、及び閾値をどの水準で設定するか）を探索するうえでは、リスク

値が高い対象者のみならず、中程度の対象者も含めて抜粋して人による絞り込みの工程に取り組むのも有用と考える。

▼システムによる判定機能の構築
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（続き）

取組の実効性向上

•教育委員会・学校・NPO団体・有識者による「統括委員会」を設置したり、ケース会議を行うなど、組織横断でのアセ

スメント体制を構築することで実効性向上を狙うケースあり。

•システム判定結果等を現場組織で有効に活用いただくための工夫として、ビジュアルや操作性を備えたUIを構築し、

フィードバックを受けて改善する取組を行うケースあり。

▼データ連携により発見したこどもや家庭を支援に接続する取組

現場負担増加への対応

•現行業務の負担が大きい中で、支援対象者がさらに増加するとした場合の業務負担増加への不安解消が必要。

•長期間在籍している職員だけが把握している支援先の状況を、新任の職員等もすぐ把握できるよう、連携したデータを

時系列で可視化できる仕組みを構築するケースあり。

住民へのプッシュ支援

•住民自身からの申し出がある前に自治体側から声をかけることになるため、急な連絡にならないよう、初めの声掛けの方

法に苦労。例えば、来庁タイミングや検診の場に職員が同席する等して見守りを開始するなど工夫しているケースあり。

•プッシュ型支援を進めるにあたって、現場職員向けのマニュアルを独自に整備中のケースあり。

• こどもの年齢が低い場合、直接的なアプローチが困難である。そのため、教育委員会と協議し、予防的支援として学校

現場での支援・見守りを行う方針について検討しているケースあり。

•住民個人のスマホとの情報接点がある場合、LINEアプリでのプッシュ通知やアンケート依頼等ができ、こどもデータ連携の

取組との親和性が高いといえる。その場合、個人の同意取得については別途実施することが肝要。

•他方、本当に支援が必要なこども・家庭については、同意取得を得づらいといったジレンマを抱える自治体あり。

•住民へのプッシュ情報（LINE等）の発信部署（情報系部署）と、個々の行政サービスの所管部署（福祉・教育系

部署等）が異なる場合、住民の問合せ対応の導線管理・体制整備が課題。中長期的には、全庁としての住民問合

せ体制・フローの整備（コールセンター設置等）も要検討。

システム企画 課題・気づき個人情報の整理
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